
調査票

頁番号
指摘 回答

P.1
2050年に向けた業界のビジョンが空欄となっていますが、今後のどのような検討ス

ケジュールで進められていくのでしょうか。

当協会内でも、取組の先行する幾つかの会員企業においては、2050年に向けて明確

なビジョンと目標数値を掲げ、取り組んでおられるところもございます。

私ども協会といたしましては、そのような先進的な取組をはじめとして、各社の

様々な取組を内部で共有しつつ、時々の市場・経営環境、身の丈に応じたカーボン

ニュートラルの取組の維持を最優先に努めてまいりたいと考えております。

業界としての対応につきましても、そうした活動を愚直に重ね、ボトムアップの状

況なども見ながら、適切に検討、判断してまいりたいと考えます。

P.2
店舗ごとの平均エネルギー原単位を目標指標とされていますが、2013年比5.1％改善

した場合のCO2削減効果をどの程度と見込まれていますか。

・当協会では、会員企業の出入りが多く、また業態構成も多岐にわたり、その変化

も継続的に発生することが予想されます。

・そのため、2030年時点での業界全体の会員企業数や業態構成の予測が難しく、同

時にエネルギー消費量やCO2排出量に関する削減目標についても予測が難しい状況

です。

P.4
昨年度からの変更点などが空欄となっていますが、調査票や活動において変更点が

あれば、ご説明をお願いいたします。

報告書にも記載のとおり、集計対象店舗数が増加しているものの、延床面積が減少

しており、小商圏に合わせた小型店舗の比率の増加が全体の傾向として強まってい

るものと考えられます。

大型店に比べたときに、小型店は食料品の構成が高いため、今後の改善の進捗にど

のような影響を及ぼすのか我々も注視してまいりたいと考えております。

P.8
55社の目標としていますが、アンケート調査の実績は約50％程度となっており、報

告されている数値は55社ではなく報告企業の合算ということでしょうか。
ご指摘のとおりです。

P.8

業界団体の中でも販売品によって店舗のレイアウト等が異なると思いますが、業界

団体としてアンケート調査を行う際に、どのようにデータを取得するか説明資料を

作成されていますか。また、業界団体としてデータの検証をされていますか。

当協会では、いわゆる食品スーパーマーケットのほか、専門店、ホームセンターな

ど会員企業の業態は多岐に及びますが、調査においては回答負担の軽減の観点か

ら、業種や店舗形態を問わず統一の調査項目に基づいて調査を実施しております。

本アンケート調査の趣旨のほか、調査方法などについて説明を実施したうえで、具

体的なデータの取得等は各社の仕組みや基準に応じて対応いただいております。

P.15

目標指標が昨年度比でこれまでよりも大きく改善していますが、これはアンケート

調査回答の業種構成が変わったのか、参加企業数の変動であるのか、エネルギー効

率の改善であるか、どのように評価されていますか。

集計対象企業の内訳によって実績効果も大きく変動するため、要因を特定するのは

困難ですが、個別にヒアリング等を行ったところ、一部では、エネルギー・原材料

価格高騰に伴う地道な節電対策が思いのほか効果を上げている例もあったようであ

ります。

加えて、昨年度は政府からの節電要請を受け、当協会では会員企業の全店舗等を対

象とした節電計画を役員会の承認を得て策定し、取り組みを行ったことも一因であ

ると考えております。

P.19

省エネ型の機器の導入に広く取り組まれていますが、これらを新設店舗と既存店舗

の改修に分けてご報告いただくことは可能でしょうか。また、既存店での省エネ効

果について、業界団体としてどの程度の削減効果があると評価しているか、過去の

取組を踏まえてご説明をお願いいたします。

店舗の損益への影響、投資回収等の視点から、これら設備投資は新設店舗、あるい

は既存店舗の大型改装のタイミングで順次進められることが多いものと考えられま

すが、おそらくこれらを区分した管理は各社で行っていないものと思われます。

既存店においても、これらの機器の導入により相応の効果は期待できると評価して

おりますが、会計上も個店ごとに損益の評価が行われるため、回収見通しが立たな

い中での既存店への投資はなかなか困難であるのが現状です。

したがって、引き続き政府には会社規模ではなく、公平な支援をお願いしたいとこ

ろであります。

令和五年度評価・検証WG「日本チェーンストア協会」 事前質問・回答一覧
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2050年カーボンニュートラルに向けた○○業界のビジョン（基本方針等）

カーボンニュートラル行動計画フェーズⅡ

昨年度フォローアップを踏まえた取組状況

Ⅰ．業界の概要

（１） 主な事業

（２） 業界全体に占めるカバー率

（３） データについて

Ⅱ．国内の企業活動における削減実績

（１） 実績の総括表

（２） 2022年度における実績概要

（３）BAT、ベストプラクティスの導入進捗状況

（４） 生産活動量、エネルギー消費量・原単位、CO2排出量・原単位の実績

（４）計画参加企業・事業所

（５）カバー率向上の取組

（６）データの出典、データ収集実績（アンケート回収率等）、業界間バウンダリー調整状況

（６） 2030年度の目標達成の蓋然性

（７） クレジット等の活用実績・予定と具体的事例

（５） 実施した対策、投資額と削減効果の考察
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P.24

直接排出よりも間接排出が多い業種であると思いますが、非化石証書を活用するこ

とによって間接排出をオフセットするような取り組みは検討されていないのでしょ

うか。また、個社事例などもないでしょうか。

非化石証書を活用した再生可能エネルギーの利用の取組も始まっているようではあ

りますが、その効果や今後の採用拡大の動向については、我々も注視してまいりま

す。

P.30

削減効果の集計は困難であると調査票に記入されていますが、一定の改定をおいて

試算されるなり、他業界の取り組みを参考とするなり、様々な方法があるかと思い

ますが、削減効果を定量化するためにどのような検討をされてきましたか。また、

今後検討される予定はありますか。

個社での各取り組みの実施店舗数等のデータは取得しておりますが、店舗ごとの具

体的な実施状況を定量的に取りまとめたデータは取得できておりません。

また個別対策に関する削減量の原単位の推定は困難であり、削減量の定量化は難し

いと考えております。

P.36

他業界では店舗のエネルギー効率の改善、ゼロエネルギー化にも取り組みをしてい

ますが、貴業界では店舗の建物のゼロエネルギー化を進める取り組みはあります

か。そのために、関係業種との技術開発等を進められていないでしょうか。

当業界でも、自然エネルギーの利用（店舗での太陽光発電設置やPPAモデルの導

入）や高断熱化、高効率化によりゼロ・エネルギー・ビル（ZEB）を目指す店舗も

増えているようでありますので、協会としてもその動向を注視しつつ、ノウハウの

蓄積と利用の拡大に努めてまいりたいと考えます。

P.44

消費者の安全を確保し、法令遵守に努めながら、スーパーの冷蔵・冷凍や照明のエ

ネルギー消費の削減に苦慮されていることを実感しました。消費者が一体となって

取組めることはないでしょうか。

すでに報告書で示した照明や空調などのエネルギー削減の取組については、お客様

のご賛同ご協力があってはじめて成立するものであるため、日頃より告知物や店内

放送などを活用し、またはイベントを開催する等により、その理解促進に努めてお

ります。

昨今、売場での取組に加え、再生可能エネルギーの利用や物流の効率化など、お客

様が直接目に触れることのない取組の比重も高まってきています。極力、お客様に

過度な負担や我慢を強いることがないよう、会社トータルで様々な脱炭素に取り組

んでいることを、投資家や株主だけでなく、日々店舗をご利用になるお客様にも

知っていただく機会の創出が重要ではないかと考えます。

（４） CO2以外の温室効果ガス排出抑制への取組み

（８） 非化石証書の活用実績

（１） 本社等オフィスにおける取組

（２） 物流における取組

（４） 森林吸収源の育成・保全に関する取組み

（１） 革新的技術（原料、製造、製品・サービス等）の概要、導入時期、削減見込量及び算定根拠

（３） 家庭部門、国民運動への取組み

V. 国際貢献の推進

（１） 海外での削減貢献の概要、削減見込量及び算定根拠

（２） 2022年度の取組実績

（３） 2023年度以降の取組予定

VI. 2050年カーボンニュートラルに向けた革新的技術の開発

（１） 情報発信（国内）

（２） 情報発信（海外）

（３） 検証の実施状況

Ⅲ．本社等オフィスにおける取組
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会

VII. 情報発信

（４） エネルギー効率の国際比較

IV. 主体間連携の強化

（１） 低炭素、脱炭素の製品・サービス等の概要、削減見込量及び算定根拠

（２） 2022年度の取組実績

（５） 2023年度以降の取組予定

（２） 革新的技術（原料、製造、製品・サービス等）の開発、国内外への導入のロードマップ

（３） 2022年度の取組実績

（４） 2023年度以降の取組予定

（５）革新的技術・サービスの開発に伴うボトルネック（技術課題、資金、制度など）

（６）想定する業界の将来像の方向性（革新的技術・サービスの商用化の目途・規模感を含む）

その他

Ⅷ. 国内の事業活動におけるフェーズⅡの削減目標

（削減目標・目標の変更履歴等）

（１） 目標策定の背景

（２） 前提条件

（３） 目標指標選択、目標水準設定の理由とその妥当性

（４） 目標対象とする事業領域におけるエネルギー消費実態
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調査票

頁番号
指摘 回答

P.2
てまえどりや、消費期限が近い食品の購入者へのポイント付与について、その実

績・効果や今後の課題を把握されているのであれば教えてください。

てまえどりやポイントを付与することにより、お客様の行動変容のきっかけづくり

になる等、一定の効果がありました。

一方、各社ではその他にも様々な取組みを行っていることから、てまえどりやポイ

ント付与の実績数値等のみを検証することは難しいと考えております。

P.5

Ⅰ．（３） 1．計画参加企業・事業所 02)各企業の目標水準及び実績値において、

エクセルシートの【別紙2】には３社が記載されていますが、p. 3に記載のミニス

トップ㈱の2030年度目標は、こちらに該当しないのでしょうか。

【別紙2】に記載いたしました。

P.10

震災直後に多くの省エネ投資がなされ、店舗当たりのエネルギー原単位が大きく改

善しました。その後も、継続的な取り組みより店舗当たりのエネルギー原単位が

2013年比で10％改善しています。

一方で、調査票には震災以降に積極的な節電対策を前倒しとあり、これが10年で定

着していることが2013年以降の実績であるかと思いますが、今後一層のエネルギー

原単位の改善を進めるためには、どのような課題があるとお考えでしょうか。

店舗における電力使用量の削減（＝ＣＯ2削減）については、省エネ機器導入による

電力の効率化を中心に取組みを進め、将来の高い削減目標に向けては、太陽光等の

再生可能エネルギーの導入についても各社進めているところです。

その中で、コンビニにおいてはフランチャイズ方式を採用している企業が多いた

め、導入コストや維持コスト等、費用負担に関する課題があります。

P.15
P.8で、2022年度に非化石エネルギーを１社416店舗が導入したとの記載があります

が、どの参加企業の取組でしょうか。
㈱セブン-イレブン・ジャパンの取組みとなります。

P.15
省エネや創エネ、蓄エネを実現する環境負荷低減店舗に実証実験を開始とあります

が、具体的な実験内容、その進展状況をご教示ください。

以下のホームページに詳細を掲載しておりますので確認下さい。

※https://www.sej.co.jp/csr/lowcarbon.html

P.18 SEJ様のクレジットの概要をご説明いただけますでしょうか。 東北電力より取得しております。

P.24

《参考：年度別推移》に関して、店舗数が多くなるにつれて、一店舗当たりの走行

距離数が短くなるのは理解できますが、①2022年度の店舗数が2021年度に比べて若

干減少している（56448→56380店舗 ）にも関わらず、走行距離が短くなっている

点、②走行距離が短くなっているのも関わらず二酸化炭素排出量が変わらない理由

をご説明をお願いいたします。

走行距離は配送センターから店舗までの距離のため、店舗数の増減だけで走行距離

が決まるわけではありません。

ＣＯ２排出量は、「燃料使用量×ＣＯ２排出係数」にて算出しているため、2022年度

は、店舗数の減少よりも燃料使用量が減少しなかったことが要因であると考えてお

ります（店舗数と燃料使用量は必ずしも比例はしません）。

P.24

〈環境配慮型配送用車両導入状況〉に関して、昨年と比べて、ハイブリッド配送車

と天然ガス配送車の導入企業が減っておりますが、どういった背景があったので

しょうか。

各社ではハイブリッド・天然ガス配送車だけでなく、EV車やクリーンディーゼル車

等、様々な環境配慮型車両の導入・切替を進め、最新の技術を取り入れる等、あら

ゆる可能性を踏まえ検討しております。

P.26
「配送車両の運行台数の削減」でLAW様の2022年度の車両台数が増加されています

が、こちらで正しいでしょうか。

実稼働している車両数は減少しておりますが、使用車両数はエリア拡大等もあり増

加しております。

2023年度評価・検証WG「日本フランチャイズチェーン協会」 事前質問・回答一覧
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2050年カーボンニュートラルに向けたコンビニエンスストア業界業界のビジョン（基本方針等）

カーボンニュートラル行動計画フェーズⅡ

昨年度フォローアップを踏まえた取組状況

Ⅰ．業界の概要

（１） 主な事業

（２） 業界全体に占めるカバー率

（３） データについて

Ⅱ．国内の企業活動における削減実績

（１） 実績の総括表

（２） 2022年度における実績概要

（３）BAT、ベストプラクティスの導入進捗状況

（４） 生産活動量、エネルギー消費量・原単位、CO2排出量・原単位の実績

（４）計画参加企業・事業所

（５）カバー率向上の取組

（６）データの出典、データ収集実績（アンケート回収率等）、業界間バウンダリー調整状況

Ⅲ．本社等オフィスにおける取組

（５） 実施した対策、投資額と削減効果の考察

（６） 2030年度の目標達成の蓋然性

（７） クレジット等の活用実績・予定と具体的事例

（８） 非化石証書の活用実績

（１） 本社等オフィスにおける取組

（２） 物流における取組
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P.29
全社の取組みで①COOL CHOICEが挙げられていますが、LAW様のCOOL CHOICE

はなにか特異な取組みをされているのでしょうか。
社用車のエコドライブ、クルービズ・ウォームビズ等となります。

P.30
SEJ様の「GREEN CHALLENGE 2050」に関して、大変素晴らしい取り組みですの

で、簡潔にご説明いただけないでしょうか。

「CO２排出量削減」、「プラスチック対策」、「食品ロス・食品リサイクル対

策」、「持続可能な調達」の4つのテーマを定め、2050年までに目指す姿を宣言す

るものです。

※詳細は以下のホームページにて確認下さい

https://www.sej.co.jp/csr/environment.html

P.32
①次世代型店舗の研究・開発で様々な取組みが見受けられますが、効果の数値化

（例えば、既存店舗に比べて●●削減、等）は難しいでしょうか。
来年度の報告の際、効果の数値化が可能か否か確認いたします。

㈱ポプラ様と㈱セイコーマート様の取組みが記載されていませんが、なにか特筆す

べきものがあれば、調査結果で言及されてはいかがでしょうか。
来年度の報告の際、記載が可能か否か確認いたします。

IV. 主体間連携の強化

V. 国際貢献の推進

（１） 海外での削減貢献の概要、削減見込量及び算定根拠

（２） 2022年度の取組実績

（３） 2023年度以降の取組予定

（１） 低炭素、脱炭素の製品・サービス等の概要、削減見込量及び算定根拠

（２） 2022年度の取組実績

（３） 家庭部門、国民運動への取組み

（４） 森林吸収源の育成・保全に関する取組み

（５） 2023年度以降の取組予定

（４） エネルギー効率の国際比較

VI. 2050年カーボンニュートラルに向けた革新的技術の開発

Ⅷ. 国内の事業活動におけるフェーズⅡの削減目標

（２） 革新的技術（原料、製造、製品・サービス等）の開発、国内外への導入のロードマップ

（３） 2022年度の取組実績

（４） 2023年度以降の取組予定

（５）革新的技術・サービスの開発に伴うボトルネック（技術課題、資金、制度など）

（６）想定する業界の将来像の方向性（革新的技術・サービスの商用化の目途・規模感を含む）

VII. 情報発信

（１） 情報発信（国内）

（１） 革新的技術（原料、製造、製品・サービス等）の概要、導入時期、削減見込量及び算定根拠

その他

（削減目標・目標の変更履歴等）

（１） 目標策定の背景

（２） 情報発信（海外）

（３） 検証の実施状況

（４） CO2以外の温室効果ガス排出抑制への取組み

（２） 前提条件

（３） 目標指標選択、目標水準設定の理由とその妥当性

（４） 目標対象とする事業領域におけるエネルギー消費実態
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調査票

頁番号
指摘 回答

P.1

2050年に向けたビジョンを検討中とありますが、現時点でどの程度の議論が進んで

いるのでしょうか。また、いつぐらいに公表することを予定して議論を進めていま

すか。

・2050年カーボンニュートラルに向けて、百貨店業では引き続きエネルギー効率の

向上や温室効果ガスの排出削減への取り組みに加え、一部大手企業を中心に、再生

可能エネルギーの利用促進に力を入れる企業もあります。

・業界団体としては、企業間の情報交換やベストプラクティスの共有を行う機会を

設け、2050年カーボンニュートラルに向けた議論を定期的に行っています。

・2050年に向けたカーボンニュートラルなビジョンを追求する姿勢は、社会的責任

の一環として非常に重要だと認識しておりますので、カーボンニュートラルを達成

するための中・⾧期的な目標や計画を策定するための議論を深めたいと思います。

P.2

百貨店統一ハンガーや流通用循環ハンガーは、再利用の観点から工夫されたプラス

ティック削減の取組みだと思います。このような取組みは、次の展開として他の備

品にも応用できる可能性もあるのではと思いますが、検討されていることがあれば

ご教示ください。

1997年から、アパレル業界とともに物流の効率化（積載量）と廃棄ハンガー削減を

目指し取組んで参りました。現時点で検討しているものはございませんが、サプラ

イチェーンを再確認し検討してまいります。

P.2

エネルギー効率改善目標は省エネ法を設定根拠とされていますが、CO2排出量50％

減はどのような設定根拠でしょうか。既に目標水準を超えており、50％とした根拠

について説明をお願いいたします。

CO₂排出量50%減の目標につきましては、エネルギー効率改善目標を達成した場合の

2030年度のエネルギー消費量を推計し、2019年度（改定時点）CO₂排出係数を乗じ

た排出量を基に設定しております。

P.6

アンケート調査の回収率が66.8%とありますが、過年度実績はどの程度でしょうか。

また、調査票やデータシートで報告されている実績値はアンケート調査の結果だけ

を利用されているのでしょうか。

過年度の回収率は次の通りです：2021年度63.8％、2020年度76.6％

報告させていただいている数値はアンケート調査の集計結果に基づいて作成してお

ります。

P.11

エネルギー原単位が昨年度比で悪化となりましたが、コロナウイルス蔓延前の2019

年比で比べると同程度の水準でしょうか。今後は営業時間が回復することでエネル

ギー原単位も改善すると見込まれていますか。

2019年度比でみると生産活動量は▲12%、エネルギー消費量は▲18%となってお

り、原単位としては▲6%でコロナ前に比べて改善傾向ではあります。

引き続きエネルギー効率改善に向けた取り組みを継続して実施してまいります。

P.15
2021年度の取組実績となっていますが、調査票で報告されているのは2022年度実績

でしょうか。
2022年度の実績でございますので訂正いたします。

P.15

2022年度実績だけが調査票に記入されていますが、過年度実績はどの程度の取り組

み・実績であったでしょうか。来年度以降は、過年度実績についても合わせてご報

告いただき、取り組み状況の変化を確認できるように記入いただけいないでしょう

か。

過年度実績は次の通りです：2021年度（回答件数：136事業所）

（投資額）LED照明への更新208,473千円、空調関連対策（ポンプのインバーター

化）39,880千円

（年間削減効果）LED照明への更新6,293.7t-CO₂、空調関連対策（ポンプのイン

バーター化）2,124t-CO₂

年度によって回答事業所数が異なりますのでその点ご注意ください。

次年度以降は過年度実績値（報告値）を併記するようにいたします。

P.19

CO2排出量の削減目標を既に達成されていますが、今後の不確実性について説明さ

れています。仮に達成できない場合に備えて、業界団体としてオフセットクレジッ

トの活用を検討されていないのでしょうか。

業界団体としてのクレジット導入は検討しておりません。

令和五年度評価・検証WG「日本百貨店協会」 事前質問・回答一覧

流

通

・

サ
ー

ビ

ス

ワ

日

本

百

2050年カーボンニュートラルに向けた○○業界のビジョン（基本方針等）

カーボンニュートラル行動計画フェーズⅡ

昨年度フォローアップを踏まえた取組状況

（４）計画参加企業・事業所

（５）カバー率向上の取組

（６）データの出典、データ収集実績（アンケート回収率等）、業界間バウンダリー調整状況

（６） 2030年度の目標達成の蓋然性

（７） クレジット等の活用実績・予定と具体的事例

（２） 2022年度における実績概要

（３）BAT、ベストプラクティスの導入進捗状況

（１） 実績の総括表

（５） 実施した対策、投資額と削減効果の考察

Ⅰ．業界の概要

（１） 主な事業

（２） 業界全体に占めるカバー率

（３） データについて

Ⅱ．国内の企業活動における削減実績

（４） 生産活動量、エネルギー消費量・原単位、CO2排出量・原単位の実績
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P.19

直接排出よりも間接排出が多い業種かと思いますが、今後の取組として再エネ導入

を挙げているところ、非化石証書による形式的な排出係数の改善は検討されていな

いのでしょうか。

個社単位では非化石証書による係数の改善も検討されています。今後の調査におい

て把握に努めます。

P.24

店舗での取り組みを記載されていますが、Webサイトでの販売もされている参加企

業も多く、こうした販売による排出量の増減についても定量的にお示しいただくこ

とはできないでしょうか。あるいは、既に取り組みをされている場合には、その結

果についてご説明いただけないでしょうか。

百貨店の売り上げに占めるオンライン販売の売り上げは各店舗1%～1.5%程度と非常

に小さく、オンライン販売に伴う排出量を定量的に把握することは現状では困難と

考えております。

定性的な取り組みとしては配送車両の低炭素化やエコドライブの推進等が挙げられ

ます。

P.29

革新技術の箇所が空欄となっていますが、他業界では店舗のゼロエネルギー化を進

めようとしているところもあり、百貨店業界として同種の取り組みを検討されては

いないのでしょうか。また、百貨店業界だけでなく、他業界と連携して建物のエネ

ルギー効率改善や再エネ導入等を進めている事例はないでしょうか。

当協会といたしましては、まずは先進的な事例収集を行うとともに、好事例に関し

ては各社の環境担当者が集まる会合において情報共有や意見交換を行うことで業界

内での普及に取り組むこととしております。

他業界と連携した建物のエネルギー改善に向けた取り組みとしては、AI技術を活用

した空調の自動制御の取り組み等がございます。

P.36

会員百貨店店舗の建物とし、建物内の売り場・バックヤード等を全て対象とありま

すが、オフィスや外商など店舗以外は含まれていないのでしょうか。また、オンラ

イン販売及び関連する事業所について、今後計画の対象とされる予定はあります

か。

本社オフィス・外商部門等は店舗に含まれると考えていただいて問題ございませ

ん。

オンライン販売に関わる事業所（倉庫等）については今のところ計画の対象とする

予定はございません。

P.37

CO2排出量削減目標について、政府目標への貢献と説明されていますが、百貨店業

界としてどのような取り組みを予定して計画を策定されたのでしょうか。エネル

ギー効率改善については、省エネ法などのベースにしたと説明されていますが、

CO2排出量削減を進めるために、どのようなBAT、ベストプラクティスの導入を計

画していますか。

CO₂排出量50%減の目標につきましては、エネルギー効率改善目標を達成した場合の

推定排出量を基に設定しております。

最近の技術革新を踏まえ更なるCO₂の削減に向けて取り組んでまいります。

その他

Ⅷ. 国内の事業活動におけるフェーズⅡの削減目標

（削減目標・目標の変更履歴等）

（１） 目標策定の背景

（２） 前提条件

（３） 目標指標選択、目標水準設定の理由とその妥当性

（４） 目標対象とする事業領域におけるエネルギー消費実態

ワ
ー

キ

ン

グ

グ

ル
ー

プ

百

貨

店

協

会

IV. 主体間連携の強化

（２） 革新的技術（原料、製造、製品・サービス等）の開発、国内外への導入のロードマップ

（３） 2022年度の取組実績

（１） 低炭素、脱炭素の製品・サービス等の概要、削減見込量及び算定根拠

（２） 2022年度の取組実績

（５） 2023年度以降の取組予定

（４） CO2以外の温室効果ガス排出抑制への取組み

（８） 非化石証書の活用実績

（１） 本社等オフィスにおける取組

（２） 物流における取組

（４） 森林吸収源の育成・保全に関する取組み

（１） 革新的技術（原料、製造、製品・サービス等）の概要、導入時期、削減見込量及び算定根拠

（３） 家庭部門、国民運動への取組み

V. 国際貢献の推進

（４） 2023年度以降の取組予定

（５）革新的技術・サービスの開発に伴うボトルネック（技術課題、資金、制度など）

（６）想定する業界の将来像の方向性（革新的技術・サービスの商用化の目途・規模感を含む）

（４） エネルギー効率の国際比較

（３） 検証の実施状況

Ⅲ．本社等オフィスにおける取組

（１） 海外での削減貢献の概要、削減見込量及び算定根拠

（２） 2022年度の取組実績

（３） 2023年度以降の取組予定

VI. 2050年カーボンニュートラルに向けた革新的技術の開発

（１） 情報発信（国内）

（２） 情報発信（海外）

VII. 情報発信
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調査票

頁番号
指摘 回答

P.1

2050年に向けたビジョンについて、業界としての検討は行われていないとされてい

ますが、今後2030年が近づいた段階で、将来的な見通しやビジョンを検討されるお

考えはありますか。

今後の社会情勢、国民意識、会員企業からのビジョン作成要請の有無などを踏まえ

執行部、事務局において判断して行きたいと思います。

P.2

エネルギー効率改善を目標指標とされていますが、これによって2030年にどの程度

のCO2排出量削減と見込んで計画を策定されましたか。電力の排出係数に依存する

部分がありますが、一定の仮定の下で試算されていますか。

具体的なCO2排出量削減量を見込んでの計画策定は行っておりません。

CO2排出量は、これまでのエネルギー原単位の改善ペースと生産活動量の増加ペー

スをもとに排出係数が現状のまま固定として試算しています。

P.7
アンケート調査の回収率が51.3%となっていますが、調査票・データシートで報告さ

れているデータは、111社の中の51.3%の実績値ということでしょうか。
ご認識の通りです。

P.11

店舗の床面積と営業時間を生産活動量としていますが、調査票に店舗数や営業時間

についての説明されていますので、過年度の店舗数、床面積、営業時間を分けてご

報告いただくことは可能でしょうか。

店舗数：17,900 総床面積：15,787,703.7㎡（1店舗平均882.0㎡）

平均営業時間：12.5ｈ／1日

P.12

エネルギー原単位の改善率が低下していますが、この要因について店舗数の増加、

新設店舗のエネルギー効率改善、既存店舗のエネルギー効率改善等のように要因分

解して分析されていますか、分析することは可能でしょうか。

現状の回収データからの分析は難しいです。中小企業も多く協会の方針としても、

これ以上の分析負荷を会員企業に強いることは困難と考えています。

P.13

要因分析の結果について、業界団体としてどのように評価されていますか。CO2排

出量やエネルギー消費量だけでなく、目標指標の進捗について、業界団体としてど

のように評価されていますか。

会員企業の経営効率化に向けた努力の成果と評価しています。

P.17
新設店舗の増加が止まったことが説明されていますが、今後既存店舗の省エネ改修

などを通じて、目標水準を維持する、これを超えることは可能でしょうか。

既に多くの企業がLED化を進めており、照明、空調、冷蔵、冷凍といった機器の電

力利用における更なる劇的な技術革新の普及がない限りは困難という認識でいま

す。

P.18

直接排出よりも間接排出が多い業種であると思いますが、非化石証書を利用して形

式的にでも電力の排出係数を改善するような取り組みを業界団体として検討されて

いますか。あるいは、個社としての取り組みはありますか。

団体としては検討しておりません。また、個社の取組としても確認はしておりませ

ん。

P.21

多くの店舗を抱える業界であり、物流における取組を先進的に進められているかと

思いますので、来年度以降の調査票で取り組み状況をご報告できるように準備いた

だくようお願いいたします。

卸企業による物流が主流の中、３PLを利用している企業に確認した範囲ではScope3

対応に苦慮しているとのことでした。可能な範囲で検討します。

（５） 実施した対策、投資額と削減効果の考察

（２） 2022年度における実績概要

（３）BAT、ベストプラクティスの導入進捗状況

（４） 生産活動量、エネルギー消費量・原単位、CO2排出量・原単位の実績

令和五年度評価・検証WG「日本チェーンドラッグストア協会」 事前質問・回答一覧

2050年カーボンニュートラルに向けた○○業界のビジョン（基本方針等）

カーボンニュートラル行動計画フェーズⅡ

昨年度フォローアップを踏まえた取組状況

Ⅰ．業界の概要

日

本
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グ
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協

会

流

通

・

サ
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ワ
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ー
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（１） 主な事業

（２） 業界全体に占めるカバー率

（３） データについて

Ⅱ．国内の企業活動における削減実績

（１） 実績の総括表

（４）計画参加企業・事業所

（５）カバー率向上の取組

（６）データの出典、データ収集実績（アンケート回収率等）、業界間バウンダリー調整状況

（６） 2030年度の目標達成の蓋然性

（７） クレジット等の活用実績・予定と具体的事例

Ⅲ．本社等オフィスにおける取組

（８） 非化石証書の活用実績

（１） 本社等オフィスにおける取組

（２） 物流における取組
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P.23
過年度より指摘のある点ですが、他業界の事例を参考に業界団体として取り組みを

リストアップする、定量化するという取り組みは検討されていますか。

各会員企業の省エネ、省コスト改善が進んでおり、業界団体としては業務優先度の

兼ね合いや事務局の力不足もあり、検討が進んでいない状況です。

P.34

売上高を使わない理由として店舗面積の多様性を説明されていますが、一店舗あた

りのエネルギー原単位ではなく、業界全体のエネルギー原単位の指標とするのであ

れば、店舗面積の大小は影響しないのではないでしょうか。

売上高を使用していたフランチャイズ協会は前回よりCO2排出量を指標に変更しま

した。その他小売業はエネルギー原単位を指標としており、売上高を指標にする根

拠が乏しいと考えますが、いかがでしょうか。

P.36

計画策定段階でどのようなBATやベストプラクティスの導入を見込んでいたので

しょうか。調査票では空欄となっていますが、具体的な技術導入などがあれば、調

査票に記入をお願いします。

計画作成段階では具体的なものを見込んではおらず、他団体の報告を参考に、

BAT、ベストプラクティスの導入と思われる会員企業の事例を報告している状況で

す。

VI. 2050年カーボンニュートラルに向けた革新的技術の開発

（５） 2023年度以降の取組予定

（６）想定する業界の将来像の方向性（革新的技術・サービスの商用化の目途・規模感を含む）

（２） 革新的技術（原料、製造、製品・サービス等）の開発、国内外への導入のロードマップ

（４） エネルギー効率の国際比較

IV. 主体間連携の強化

（１） 低炭素、脱炭素の製品・サービス等の概要、削減見込量及び算定根拠

（２） 2022年度の取組実績

（４） 森林吸収源の育成・保全に関する取組み

（３） 家庭部門、国民運動への取組み

V. 国際貢献の推進

（１） 海外での削減貢献の概要、削減見込量及び算定根拠

（２） 2022年度の取組実績

（１） 革新的技術（原料、製造、製品・サービス等）の概要、導入時期、削減見込量及び算定根拠

（３） 2022年度の取組実績

（４） 2023年度以降の取組予定

（５）革新的技術・サービスの開発に伴うボトルネック（技術課題、資金、制度など）

（３） 2023年度以降の取組予定

その他

Ⅷ. 国内の事業活動におけるフェーズⅡの削減目標

（削減目標・目標の変更履歴等）

（１） 目標策定の背景

（２） 前提条件

（３） 目標指標選択、目標水準設定の理由とその妥当性

（４） 目標対象とする事業領域におけるエネルギー消費実態

（１） 情報発信（国内）

（２） 情報発信（海外）

（３） 検証の実施状況

VII. 情報発信

（４） CO2以外の温室効果ガス排出抑制への取組み

日本チェーンドラッグストア協会 - 8



調査票

頁番号
指摘 回答

P.12

生産活動量データの収集方法を見直しとありますが、過年度実績についても遡及し

て改定される予定はありますか。2021年から2022年の生産活動量の伸びの半分が集

計方法の変更ということであれば、目標指標であるエネルギー原単位への影響も大

きいのではないでしょうか。

原単位への影響はある変更とはなりますが、データ精度を上げるために実施しまし

た。

P.13

活動量データの収集方法の変更によるエネルギー原単位の実績値への影響をどのよ

うに評価されていますか。また、来年度以降にエネルギー原単位の実績値の遡及改

定、目標水準の見直しなども検討されていますか。

次年度以降、Scope1.2排出量目標への変更を検討中です。

P.16

エネルギー原単位の目標を達成するために店舗のエネルギー効率向上に取り組まれ

ているとありますが、具体的にどのような取り組み、技術導入をされているので

しょうか。来年度以降の調査票において、より具体的な取り組みを記入いただくこ

とは可能でしょうか。

II. 国内の事業活動における排出削減

（８）実施した対策、投資額と削減効果の考察

に店舗での創エネ、省エネ、排出量削減の取組を記載しておりますので、ご参照く

ださい。

P.16

「他事業者と連携したエネルギー削減の取組」において２社の事例を提示いただい

ていますが、DR取組の結果（削減率など）も教えていただくことは可能でしょう

か。

効果数値について確認いたしましたが、さまざまな取り組みを行った結果としての

削減率のため、DRのみの効果推定は困難です。

P.26

2023年8月から開始した「家電分野でのRFIDタグの導入検討会」の家電分野での

RFIDの本格導入に向けて推進されていますが、リサイクル全体を通した物流の効率

化・省力化による排出量の削減や、実データに基づく排出量の見える化による物量

業界の脱炭素化の効果の実現に期待しています。消費者問題の観点からは、REIDタ

グを導入することで、万が一家電製品事故が発生した際、トレーサビリティによ

り、原因究明がしやすくなる効果も期待できます。

承知いたしました。2024年3月から本格的検討フェーズに移行し、家電サプライ

チェーンにおけるRFIDタグを使った業務のデジタル化、標準化の検討会を本格的に

開催、実装に向けての取り組みを進めてまいります。

P.26
物流対策自主行動計画を策定されるとのことですが、いつごろまで策定される予定

でしょうか。

2023年12月に自主行動計画を策定、経済産業省に提出済みです。今後制定される法

令内容を踏まえて、引き続き対応してまいります。

P.28
リフォーム事業を通じた家庭内の脱炭素の推進とありますが、具体的な取組、脱炭

素への効果についてご教示ください。

太陽光発電、蓄電池による創エネの推進。断熱リフォーム、遮熱塗装、省エネモニ

ター、次世代空調システムなど、エネルギー消費量の削減に寄与する商材をつかっ

たリフォーム実施などです。

（４）計画参加企業・事業所

（５）カバー率向上の取組

（６）データの出典、データ収集実績（アンケート回収率等）、業界間バウンダリー調整状況

令和五年度評価・検証WG「大手家電流通協会」 事前質問・回答一覧

流

通

・

サ
ー

ビ

ス

ワ
ー

キ

ン

大

手

家

電

流

通

協

2050年カーボンニュートラルに向けた○○業界のビジョン（基本方針等）

カーボンニュートラル行動計画フェーズⅡ

昨年度フォローアップを踏まえた取組状況

Ⅰ．業界の概要

（１） 主な事業

（２） 業界全体に占めるカバー率

（３） データについて

（6） 2030年度の目標達成の蓋然性

（7） クレジット等の活用実績・予定と具体的事例

IV. 主体間連携の強化

（１） 低炭素、脱炭素の製品・サービス等の概要、削減見込量及び算定根拠

Ⅱ．国内の企業活動における削減実績

（１） 実績の総括表

（２） 2022年度における実績概要

（１）本社等オフィスにおける取組

（8） 非化石証書の活用実績

Ⅲ. 本社等オフィスにおける取組

（２） 物流における取組

（３）BAT、ベストプラクティスの導入進捗状況

（4） 生産活動量、エネルギー消費量・原単位、CO2排出量・原単位の実績

（5） 実施した対策、投資額と削減効果の考察

大手家電流通協会 - 9



P.28

オンライン販売も多い業種であると思いますが、店舗以外でのオンライン販売に関

連したデータセンターや物流に関連する排出量を削減するための取り組みされてい

ますか。また、これらを定量的に示すことで、他部門での排出削減への貢献を示す

ことはできますか。

II. 国内の事業活動における排出削減

（１３）物流における取組のなかの【2022年の取組実績】

に各社の実施内容を記載いたしました。定量効果については、現状Category4の算

定方法なども統一されていないため、数値での効果推計が難しい状況です。

P.30
商品の⾧寿命化（修理）と最新の省エネ家電商品への買替はどちらがどのように脱

炭素に効果があるのかを消費者が知る術はありますか。

省エネ家電への買替効果については各社ホームページや店頭での表示などで情報提

供をしております。⾧寿命化・修理との買替の比較は今後の検討課題となってまい

ります。

P.32
⾧期ビジョンとロードマップの検討中とのことですが、策定のスケジュール感を教

えていただけますでしょうか。

2023年12月にカーボンニュートラル基本方針、ロードマップを策定済。ワーキング

グループの場でご説明予定です。

P.35
小売り業のため該当なしとありますが、他業種では店舗のゼロエネルギー化を検討

しており、家電販売業界でも同様な検討を計画されていますか。

基本的には、創エネや省エネもふくめてエネルギー利用量を削減し、どうしても削

減できない電力利用分を再生エネルギー電力の利用などでオフセットしていく方針

となります。

P.37

社用EV車両とEV充電スポットのシェアリング実証実験は先駆的で素晴らしいと思い

ますが、効果検証結果を活かして、今後汎用化をみすえた、業界全体への拡大計画

はありますか。

現在実証実験の結果を踏まえて、幹事会社を中心に今後の展開を検討しておりま

す。加えて、各社でできる取り組みとして社用車のEV化、充電器の拡張などをすす

めている会員もあり、今後分科会でノウハウを共有していく予定となっておりま

す。

P.45

BATやベストプラクティスは該当なしとされていますが、計画策定時点において、

どのように目標達成を計画されたのでしょうか。その際に、BATやベストプラク

ティスの導入は見込んでいないということでしょうか。

目標の達成に向けて実施している内容につきましては、

II. 国内の事業活動における排出削減

（８）実施した対策、投資額と削減効果の考察

VII. 主体間連携の強化

の内容をご参照ください。

（４） 目標対象とする事業領域におけるエネルギー消費実態

その他

Ⅸ. 国内の事業活動におけるフェーズⅡの削減目標

（削減目標・目標の変更履歴等）

（１） 目標策定の背景

（２） 前提条件

（３） 目標指標選択、目標水準設定の理由とその妥当性

ン

グ

グ

ル
ー

プ

協

会

（３） 検証の実施状況

（２） 2022年度の取組実績

（５） 2023年度以降の取組予定

（４） CO2以外の温室効果ガス排出抑制への取組み

（４） 森林吸収源の育成・保全に関する取組み

（１） 革新的技術（原料、製造、製品・サービス等）の概要、導入時期、削減見込量及び算定根拠

（３） 家庭部門、国民運動への取組み

V. 国際貢献の推進

（１） 海外での削減貢献の概要、削減見込量及び算定根拠

（２） 2022年度の取組実績

（４） エネルギー効率の国際比較

（３） 2023年度以降の取組予定

VI. 2050年カーボンニュートラルに向けた革新的技術の開発

VII. 情報発信

（４） 2023年度以降の取組予定

（５）革新的技術・サービスの開発に伴うボトルネック（技術課題、資金、制度など）

（６）想定する業界の将来像の方向性（革新的技術・サービスの商用化の目途・規模感を含む）

（１） 情報発信（国内）

（２） 情報発信（海外）

（２） 革新的技術（原料、製造、製品・サービス等）の開発、国内外への導入のロードマップ

（３） 2022年度の取組実績
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調査票

頁番号
指摘 回答

2050年に向けたビジョンが調査票にありませんが、業界団体としてビジョンの策定

などを検討されていますか。P.2に課題などを示されていますが、業界としての2050

年に向けた考えはありますか。

2030年の目標について設定しております。2ページの通りカーボンニュートラル実現

に向けた課題などを整理している状況となります。

P.5
「②カバー率向上の具体的な取組」の最後に紹介されたロゴマークを使用した企業の

数や例も記載してはいかがでしょうか。

ロゴマークを使用した社数は把握しておりません。ロゴについては、各社CSR報告書

などの掲載で利用する他、盾などに印刷して活用して頂いた事例などがあります。

P.10

データセンター部門の生産活動量は目標指標の説明からセンター全体の消費電力合計

であると思いますが、2013年から2019年に大きく変動している原因について説明を

お願いします。また、2019年以降は大きく変動していませんが、この期間はセン

ター全体の消費電力量の伸びが大きくなかったのか、新設されたデータセンターのエ

ネルギー効率が高いのか、それとも他の要因があるのでしょうか。

一般論として、新設のデータセンタのエネルギ効率は高いと考えます。

なお本活動の生産活動量の変動は、参加企業の増減によるものになります。本調査結

果は、国内のデータセンタ事業の電力使用量のトレンドを把握することを目的とした

ものではありません。また、GAFAなどのデータセンタの状況は会員ではないので把

握することができません。そういった国内のデータセンタの動向把握に関して政府主

導で調査を実施していただけると当業界としても大変参考になります。

P.10

今後のデータセンターのエネルギー消費について、OCCTOの見通しでは国内の電力

需要に大きく影響を与えると見込まれていますが、業界団体としてどの程度の伸びを

想定されていますか。また、エネルギー原単位を指標として言いますので、それによ

る目標指標への影響についてお考えはありますか。

上記の通り、国内全体のデータセンタの動向は当業界だけでは把握することができ

す、目標指標の影響もわかりません。国内のデータセンタの動向把握に関して政府主

導で調査を実施していただけると当業界としても大変参考になります。

P.12
データセンターのエネルギー原単位について、コロ、エッジ、ハイバースケール、AI

用等の様々なタイプのデータセンター別にPUEを把握することは可能でしょうか。
把握可能かどうかの情報を持ち合わせておりません。

P.12

特にエネルギー消費の大きいデータセンター部門のエネルギー消費やエネルギー原単

位の変動要因について、調査票では説明がありませんので、業界団体としてどのよう

に評価されているか説明をお願いします。

12ページの記載の通り以下と評価しております。

大規模データセンターを持つ事業者は、省エネ活動への絶え間ない努力もあるが、昨

今、法令や自治体の条例などから省エネへの取り組みを求められることが増えてきて

おり、その両面から原単位の値が急速に減少している。なお、データセンターは、我

が国の社会インフラを支えている重要な施設であり安定的な稼働を社会から求められ

ている。今後も、事業継続に支障の出ない範囲でより一層の省エネに取り組んでい

く。

P.15
業界としてクレジットの購入を考えられていない理由もしくは購入を阻む要因などが

あればご教示ください。

3ページに記載の通り、テナントビルに入居しており再生可能エネルギーの購入権限

がないことが大きい要因だと考えます。

P.15
間接排出が多い業種であると思いますが、今後参加企業の非化石証書の利用状況につ

いて把握されるお考えはありますか。
3ページに記載の通り、再生可能エネルギーの対応状況を把握しております。

Ⅱ．国内の企業活動における削減実績

（１） 実績の総括表

（２） 2022年度における実績概要

（３）BAT、ベストプラクティスの導入進捗状況

（４） 生産活動量、エネルギー消費量・原単位、CO2排出量・原単位の実績

令和五年度評価・検証WG「情報サービス産業協会」 事前質問・回答一覧

流

通

・

サ
ー

ビ

情

報

サ

2050年カーボンニュートラルに向けた情報サービス産業業界のビジョン（基本方針等）

カーボンニュートラル行動計画フェーズⅡ

昨年度フォローアップを踏まえた取組状況

Ⅰ．業界の概要

（１） 主な事業

（２） 業界全体に占めるカバー率

（３） データについて

（５） 実施した対策、投資額と削減効果の考察

（６） 2030年度の目標達成の蓋然性

（７） クレジット等の活用実績・予定と具体的事例

（８） 非化石証書の活用実績

（４）計画参加企業・事業所

（５）カバー率向上の取組

（６）データの出典、データ収集実績（アンケート回収率等）、業界間バウンダリー調整状況
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P.20

貴団体の加盟企業での実際の取組が伺えて非常に有益です。より見やすくするため

に、「オフィス部門」と「データセンタ部門」で分ける、あるいは、対策内容毎に整

理して頂くとよいかと思います。

ご指摘ありがとうございます。次年度以降整理したいと思います。

P.20

多くの事例を列挙されていますが、これらがどのように貢献しているのかを把握しや

すいように整理されてはいかがでしょうか。その際に、他業種においてどのような削

減効果として表れるのか分かりやすいように工夫されてはいかがでしょうか。

具体的な省エネ効果がお示しできない活動でも、一般的に省エネに結び付く活動であ

れば、参考になる情報だと考えております。引き続きわかりやすい表記に努めたいと

考えますが、他業界の整理方法などご指導いただけると幸いです。

P.26

該当なしとされていますが、データセンターの冷却技術、建屋の効率化等、様々な関

連技術の開発も進められているかと思いますが、参加企業は特段の関与をされていな

いということでしょうか。

参加企業において様々な技術開発は行われていると考えておりますが、すべて個別事

例を把握できてはおりません。引き続き、参加企業の活動把握に努めたいと思いま

す。

P.28

海外においてもデータセンターのエネルギー消費について注目が集まっていますの

で、日本のデータセンターにおける取り組みを対外的に発信されてはいかがでしょう

か。

ご提案ありがとうございます。データセンタの国際的なプレゼンス向上は我が国の重

要なテーマだと思いますので、政府の活動を歩調を合わせて取り組みたいと考えてお

ります。
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（４） エネルギー効率の国際比較

VI. 2050年カーボンニュートラルに向けた革新的技術の開発

（１） 本社等オフィスにおける取組

IV. 主体間連携の強化

（４） 森林吸収源の育成・保全に関する取組み

（５） 2023年度以降の取組予定

V. 国際貢献の推進

（１） 海外での削減貢献の概要、削減見込量及び算定根拠

（２） 2022年度の取組実績

（３） 2023年度以降の取組予定

IX. 国内の事業活動におけるフェーズⅡの削減目標

（削減目標・目標の変更履歴等）

（１） 目標策定の背景

VII. 情報発信

（１） 情報発信（国内）

（２） 情報発信（海外）

（３） 検証の実施状況

（４） CO2以外の温室効果ガス排出抑制への取組み

（２） 物流における取組

（１） 革新的技術（原料、製造、製品・サービス等）の概要、導入時期、削減見込量及び算定根拠

（１） 低炭素、脱炭素の製品・サービス等の概要、削減見込量及び算定根拠

（２） 2022年度の取組実績

（３） 家庭部門、国民運動への取組み

Ⅲ．本社等オフィスにおける取組

（２） 前提条件

（２） 革新的技術（原料、製造、製品・サービス等）の開発、国内外への導入のロードマップ

（３） 2022年度の取組実績

（４） 2023年度以降の取組予定

（５）革新的技術・サービスの開発に伴うボトルネック（技術課題、資金、制度など）

（６）想定する業界の将来像の方向性（革新的技術・サービスの商用化の目途・規模感を含む）
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P.29

目標指標の選択、水準設定の理由や妥当性に関する説明がありません。過年度におい

ても調査票に含まれていませんでしたので、貴団体がどのような理由で目標指標を選

択し、どのような見込みのもとで目標水準が妥当であると判断されたのかがわかりま

せんので、来年度以降の調査票で記入するようにお願いします。

以下の議論を踏まえ目標設定をしております。

我が国の目標として、2050年カーボンニュートラル実現に向けて、2030年度に、温

室効果ガスを2013年度から46パーセント削減することを目指すこととしていること

と考慮し、その実現に資する目標設定とすべき。

目標値の定義は、生産量が変動しても省エネの進捗度合がわかる原単位で設定し、温

室効果ガス排出総量に関しても削減状況を把握することとする。

【目標設定】

コロナ禍によって働き方が大きく変わった2020年を基準年とし、毎年原単位を1％改

善することとする。なお、参加企業において再生可能エネルギーの導入が進んだ場合

には、目標の見直しを実施する。

基準年(2020年度)比にて2030年度に9.56%削減。

【本目標が達成された場合の温室効果ガス排出の変化】

オフィス 2013年 20.5万トン → 2030年 7.2万トン

データセンター 2013年 64.0万トン → 2030年 34.1万トン

                       合計 ▲51.1%

前提）2030年の生産活動量が2021年度と同じで、電力排出係数が東日本大震災前の

2010年度と同等だった場合

（３） 目標指標選択、目標水準設定の理由とその妥当性

（４） 目標対象とする事業領域におけるエネルギー消費実態

その他

2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年
オフィス(万kl/km2) 3.024 2.994 2.964 2.934 2.905 2.876 2.847 2.819 2.791 2.763 2.735
DC (PUE) 1.771 1.753 1.736 1.718 1.701 1.684 1.667 1.651 1.634 1.618 1.602
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調査票

頁番号
指摘 回答

P.3

説明PPTによれば、運輸部門における困り事(想定される影響例)について把握に務

めたとありますが、想定される影響とはどういう意味でしょうか。ご説明をお願い

します。

また、説明PPTの9頁および調査票P17には運輸部門における困り事は記載されてい

ないようですが、どのような困り事が見られたのでしょうか。

いわゆる物流の2024年問題に絡め、個社の運輸部門におけるカーボンニュートラル

の取り組みで影響を受けると想定されるケース（例えば悪影響＝困り事）として

伺っております。また、困り事（想定される影響）の一例は、調査票のP22

（「（２）物流における取組）」）に「参考２」として、例えば、⾧距離幹線の

リードタイムへの影響等を記載させていただいております。

P.5
未参加企業への参加を促したとのことですが、具体的にはどのような活動をされた

のでしょうか。

具体的には、継続的な情報共有や対話の積み重ね、またフォローアップ調査時にお

ける個社への直接連絡となります。

P.10

2030年目標を2023年６月改定されたとのことですが、2022年度実績ですでに達成さ

れています。目標水準の設定に当たっては、今後2030年までに参加企業数や店舗数

の変動等、不確定要素による目標達成への影響を懸念されていますが、それは現状

回答している企業や店舗の目標達成状況に差があるということでしょうか。

ご指摘いただきました点の他に、今後も調査回答（計画参加）をいただいている企

業の規模や社数にバラツキ（差）が見られることや店舗数の増加傾向に伴い、生産

活動量の増加も見込まれること（不確定要素）からも目標達成に対して懸念してい

るところです。

P.12

2022年度の生産活動量は、参加企業数が2021年度の15社から１社増加したにもかか

わらず約1.3(×1010㎡・h)減少しています。この減少の原因は店舗数の減少でしょ

うか、それとも営業時間の短縮によるものでしょうか。

減少の原因は、ご指摘のとおり、店舗数の減少によるものとなります。

P.16

投資額について集計いただいておりますが、各社から「太陽光発電設備による発電

実績量」および「高効率照明への交換による照明電力容量の減少量」についてデー

タを提出いただき、費用対効果を検証してはいかがでしょうか。

アドバイスをいただき、ありがとうございます。また個社の発電実績量や照明電力

容量の減少量といった情報開示について、営業関係情報となるため、各社の業務負

担増とならないことや、社外に情報開示いただけるかどうかを見極めた上で、検討

させていただく予定です。

P.18

（現在の進捗率と目標到達に向けた今後の進捗率の見通し）として「省エネ型店舗

への移行や店舗改装時における新設備の導入、社員における意識の高まり等の各種

取組」といった記載がございますが、昨年度省エネ型店舗への移行や店舗改装時に

おける新設備の導入を実施した会社は何社ほどあるのでしょうか。

計画参加企業の中では、６～7社ほどございます。

P.19

業界として、クレジットの取得・活用は考えていないとのご回答ですが、クレジッ

トの取得・創出それぞれについてどのような理由で活用しない方針とされているの

かご説明をお願いします。

個社の取り組みとして、各社とも費用対効果等の観点から、クレジットの取得・活

用は行っていない状況であるため、今のところ、業界としてもクレジットの取得・

活用は考えておりません。

（４） 森林吸収源の育成・保全に関する取組み

（３） 家庭部門、国民運動への取組み

（１） 低炭素、脱炭素の製品・サービス等の概要、削減見込量及び算定根拠

（２） 2022年度の取組実績

（５） 2023年度以降の取組予定

令和五年度評価・検証WG「日本DIY・ホームセンター協会」 事前質問・回答一覧
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2050年カーボンニュートラルに向けた○○業界のビジョン（基本方針等）

カーボンニュートラル行動計画フェーズⅡ

昨年度フォローアップを踏まえた取組状況

（１） 主な事業

（２） 業界全体に占めるカバー率

（３） データについて

IV. 主体間連携の強化

（５） 実施した対策、投資額と削減効果の考察

Ⅱ．国内の企業活動における削減実績

（１） 実績の総括表

（２） 2022年度における実績概要

（３）BAT、ベストプラクティスの導入進捗状況

（４） 生産活動量、エネルギー消費量・原単位、CO2排出量・原単位の実績

Ⅲ．本社等オフィスにおける取組

（８） 非化石証書の活用実績

（１） 本社等オフィスにおける取組

（２） 物流における取組

（４）計画参加企業・事業所

（５）カバー率向上の取組

（６）データの出典、データ収集実績（アンケート回収率等）、業界間バウンダリー調整状況

（６） 2030年度の目標達成の蓋然性

（７） クレジット等の活用実績・予定と具体的事例
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P.31

消費者や学童向けの環境教育として、大学、企業、自治体と共同する「くみまち学

校」が開催され、環境をテーマにしたイベントでは、消費者が主体となり考えて行

動する教育が行われていることは素晴らしいと思います。今後、カリキュラムを

パッケージ化して、例えば消費者センターや消費者団体と連携し出前講座として全

国的に推進していけるような展開を検討していただけると幸いです。

評価をいただき、ありがとうございます。本活動を行っている企業の経営方針やコ

ストとの兼ね合い等、企業側の負担増とならない形で展開できることが望ましいで

すが、当業界としては、今後も家庭部門のCO2削減に向け、様々な形で取り組んで

いきたいと考えております。

（１） 革新的技術（原料、製造、製品・サービス等）の概要、導入時期、削減見込量及び算定根拠

V. 国際貢献の推進

（１） 海外での削減貢献の概要、削減見込量及び算定根拠

（２） 2022年度の取組実績

（２） 革新的技術（原料、製造、製品・サービス等）の開発、国内外への導入のロードマップ

（３） 2022年度の取組実績

（４） 2023年度以降の取組予定

（５）革新的技術・サービスの開発に伴うボトルネック（技術課題、資金、制度など）

（４） CO2以外の温室効果ガス排出抑制への取組み

（４） エネルギー効率の国際比較

（３） 2023年度以降の取組予定

VI. 2050年カーボンニュートラルに向けた革新的技術の開発

（６）想定する業界の将来像の方向性（革新的技術・サービスの商用化の目途・規模感を含む）

その他

Ⅷ. 国内の事業活動におけるフェーズⅡの削減目標

（削減目標・目標の変更履歴等）

（１） 目標策定の背景

（２） 前提条件

（３） 目標指標選択、目標水準設定の理由とその妥当性

（４） 目標対象とする事業領域におけるエネルギー消費実態

VII. 情報発信

（１） 情報発信（国内）

（２） 情報発信（海外）

（３） 検証の実施状況
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調査票

頁番号
指摘 回答

P.2

再生可能エネルギー発電事業を海外で積極的に進めていますが、海外と比較して日

本国内では件数で約５０％、総発電設備容量で約１０％とのびていません。今後、

国内における再生可能エネルギー発電事業の推進のもっとも重要な要件は何でしょ

うか。

当会会員企業（商社）は、日本国内での再生可能エネルギー発電事業についても、

海外を含む多様な発電事業等で蓄積した知見を活かして、太陽光発電、風力発電を

はじめ多くの発電事業に取り組んでいます。その中でも洋上風力発電事業では複数

の入札案件にて応札し、総合商社を中心に急速に事業開発が進めています。

そのような日本国内における再生可能エネルギー発電事業を今後推進するに際して

は、再生可能エネルギー発電事業を推進しうる基礎インフラ（北海道、本州、九州

で再生可能発電エネルギーの安定的な送電を可能とする送電線網等）の整備が重要

な要件と考えます。

P.4
企業数のカバー率は68%となっていますが、不参加となっている企業についてその

要因・背景などを把握されていたらご教示ください。

テナントに入っている関係で、自社で管理が難しいケースや事業規模が小さく、対

応が難しい等の背景がございます。

P.9
延べ床面積は、2009年度をピークに徐々に減少とありますが、2019年度からは増加

傾向です。要因が分かればご教示ください。
オフィスの新築、移転や、事業所の増減によるものと考えられます。

P.13

「2022年度実績回答分では、CO₂排出係数0の電力を使用する割合が約37％となり、

それらは電力使用量を0とみなし控除した」とあります。CO2フリー電力を排出ゼロ

と見なすことは理解できますが、使用量からも控除している理由は何でしょうか。

最終的にCO2排出量を算定する際に、全電力使用量に一律のCO2排出係数を乗じて

計算している関係で、控除させていただきました。

P.15

取組実績の中にコジェネの導入やGHP空調機の導入などが見られます。例えばGHP

導入の場合、空調向け電力使用量が大きく減り、代わりにガス消費量が増えると思

いますが、電力使用原単位の目標はこのようなケースで過大改善に見えていないで

しょうか。

個社1社の取組の一部であり、各社合計のオフィスにおける全電力使用量に対して、

当該個社1社の全電力使用量が占める割合は約0.5％程度となっており、そのうちの

一部のGHP空調機の電力使用量割合はその数値よりもさらに少ない割合と考えられ

ますので、過大改善に寄与するほどのインパクトは見られないと考えます。

P.20
記載頂いたとおり、水準及び種類（CO2を含むなど）の両面で新たな目標を検討頂

ければ幸いです。
新たな目標を検討させていただきます。

P.31

業界として目標未設定となっていますが、輸送ルートの最適化など様々な取組実績

を実施されていたり、荷主として省エネ法の規制対象となっている企業もあるた

め、目標設定を検討されてはいかがでしょうか。

検討させていただきます。

令和五年度評価・検証WG「日本貿易会」 事前質問・回答一覧
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2050年カーボンニュートラルに向けた○○業界のビジョン（基本方針等）

カーボンニュートラル行動計画フェーズⅡ

昨年度フォローアップを踏まえた取組状況

（４）計画参加企業・事業所

（５）カバー率向上の取組

（６）データの出典、データ収集実績（アンケート回収率等）、業界間バウンダリー調整状況

（６） 2030年度の目標達成の蓋然性

（７） クレジット等の活用実績・予定と具体的事例

IV. 主体間連携の強化

（２） 2022年度における実績概要

（３）BAT、ベストプラクティスの導入進捗状況

（１） 実績の総括表

（１） 低炭素、脱炭素の製品・サービス等の概要、削減見込量及び算定根拠

（２） 2022年度の取組実績

（５） 2023年度以降の取組予定

（５） 実施した対策、投資額と削減効果の考察

Ⅰ．業界の概要

（１） 主な事業

（２） 業界全体に占めるカバー率

（３） データについて

Ⅱ．国内の企業活動における削減実績

（４） 生産活動量、エネルギー消費量・原単位、CO2排出量・原単位の実績

（８） 非化石証書の活用実績

（１） 本社等オフィスにおける取組

（２） 物流における取組

（４） 森林吸収源の育成・保全に関する取組み

（３） 家庭部門、国民運動への取組み

V. 国際貢献の推進

Ⅲ．本社等オフィスにおける取組
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P.55

海外での削減貢献についてはIPPやJCMの削減量について定量化を実施されています

が、本項目においても可能なものについて削減量の定量化を検討できないでしょう

か。

定量化可能なものがあるか検討させていただきます。

P.61
商社の目線からみた革新的技術・サービスの普及に係る課題は参考になると思われ

ますが、この点について記載できないでしょうか。
記載に向け検討させていただきます。

P.61 業界としての今後の方向性について記載できないでしょうか。 記載に向け検討させていただきます。

P.64
事業を通じて様々な取組を実施されていますので、国内外に向けた積極的な情報発

信について検討されてはいかがでしょうか。

その他

Ⅷ. 国内の事業活動におけるフェーズⅡの削減目標

（削減目標・目標の変更履歴等）

（１） 目標策定の背景

（２） 前提条件

（３） 目標指標選択、目標水準設定の理由とその妥当性

（４） 目標対象とする事業領域におけるエネルギー消費実態

（２） 革新的技術（原料、製造、製品・サービス等）の開発、国内外への導入のロードマップ

（３） 2022年度の取組実績

（４） CO2以外の温室効果ガス排出抑制への取組み

（１） 革新的技術（原料、製造、製品・サービス等）の概要、導入時期、削減見込量及び算定根拠

（４） 2023年度以降の取組予定

（５）革新的技術・サービスの開発に伴うボトルネック（技術課題、資金、制度など）

（６）想定する業界の将来像の方向性（革新的技術・サービスの商用化の目途・規模感を含む）

（４） エネルギー効率の国際比較

（３） 検証の実施状況

（１） 海外での削減貢献の概要、削減見込量及び算定根拠

（２） 2022年度の取組実績

（３） 2023年度以降の取組予定

VI. 2050年カーボンニュートラルに向けた革新的技術の開発

（１） 情報発信（国内）

（２） 情報発信（海外）

VII. 情報発信
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調査票

頁番号
指摘 回答

P.1

2023年11月の理事会において、2050年カーボンニュートラルに向けたビジョンを策

定されると記載頂いています。新たに2050年に向けたビジョンを策定するにあた

り、ビジョン策定の動機・インセンティブや、策定を検討するにあたり難しかった

ことなどを、他の業界団体の参考にするためにご教示いただけないでしょうか。

リース業界は企業・官公庁のカーボンニュートラル投資に貢献していくという基本

的な考え方の下で、リース業界自らもカーボンニュートラルを目指すこととしまし

た。インセンティブはありません。⾧期ビジョンの策定に際して、会員各社に上記

の基本的な考え方が浸透していることから異論等はありませんでした。

P.2

国内の事業活動における2030年の目標について、現行の2013年度比5%減から46%減

と大きく目標水準を深掘りすることを検討されていると記載頂いております。野心

的な取組であると考えられますので、大幅な目標水準の深掘りに至った経緯などを

ご教示いただけないでしょうか。

改定前の目標を達成していることを踏まえ、2030年目標の検討をしました。その過

程において、会員会社の再生可能エネルギーの利用が増えつつある状況を把握し、

2030年までの会員会社の動向を踏まえ46％削減という目標を掲げることにしまし

た。

P.4
昨年度フォローアップを踏まえた取組状況について、記載がございません。もし、

昨年度より更新がありましたら、ご記載ください。

2030年目標を達成したことを踏まえ、2030年目標の改定と2050年ビジョンを作成し

ました。

P.5

カーボンニュートラル行動計画参加企業数は182社とご報告いただいております。他

方で、アンケート自体は227社の発出し、全社より回答を得たとございます。この差

異について、調査票内で説明いただけないでしょうか。

ご指摘ありがとうございます。差異はカーボンニュートラル行動計画への参加を見

合わせた会員会社となります。来年度の調査票でその旨を記載します。

P.13

2030年度目標の改定に向けて参加会員の本社CO₂排出量のデータを精査したと記載

いただいています。フォローアップを通じて、データの精緻化を行うことは、MRV

の観点からも重要かと思います。貴協会においてデータの集計や会員企業からの報

告にあたって、データの質を向上させるために既に取組んでいること、あるいは、

今後取組む予定のこと（例えば、集計の工夫や、会員企業に向けてデータ範囲の周

知徹底など）があればご教示いただけますと幸いです。

今後、会員会社の本社電力使用量に占める再生可能エネルギー由来の電力使用量

（調達先を含む）を把握します。

P.25

・より多くの参加会員から事例を集めること、削減実績や削減見込量を算定するこ

とは、今後の課題であると認識していると記載いただいております。調査票内にお

いて定性的に記載頂いている通り、リース事業は多額の初期投資費用を負担せずに

済むなど、脱炭素設備の導入促進に貢献していると考えられるので、定量的な評価

についてもご検討いただけますと幸いです。

ご指摘ありがとうございます。今後の検討課題といたします。

P.25

・低炭素、脱炭素の製品・サービス等において、複数の取組を挙げていただいてお

りますが、これらの取組の取扱高や契約件数などは増加傾向にございますか。も

し、増加傾向にある場合、貴協会の貢献をアピールするためにも、経年での推移を

グラフなどで示すことを検討いただけないでしょうか。

ご指摘ありがとうございます。今後の検討課題といたします。

令和五年度評価・検証WG「リース事業協会」 事前質問・回答一覧

流

通

・

サ
ー

ビ

ス

W

G

リ
ー

ス

事

業

協

会

2050年カーボンニュートラルに向けた○○業界のビジョン（基本方針等）

カーボンニュートラル行動計画フェーズⅡ

昨年度フォローアップを踏まえた取組状況

（４）計画参加企業・事業所

（５）カバー率向上の取組

（６）データの出典、データ収集実績（アンケート回収率等）、業界間バウンダリー調整状況

（６） 2030年度の目標達成の蓋然性

（７） クレジット等の活用実績・予定と具体的事例

IV. 主体間連携の強化

（２） 2022年度における実績概要

（３）BAT、ベストプラクティスの導入進捗状況

（１） 実績の総括表

（１） 低炭素、脱炭素の製品・サービス等の概要、削減見込量及び算定根拠

（２） 2022年度の取組実績

（５） 実施した対策、投資額と削減効果の考察

Ⅰ．業界の概要

（１） 主な事業

（２） データについて

（３）  業界全体に占めるカバー率

Ⅱ．国内の企業活動における削減実績

（４） 生産活動量、エネルギー消費量・原単位、CO2排出量・原単位の実績

（８） 非化石証書の活用実績

（１） 本社等オフィスにおける取組

（２） 物流における取組

Ⅲ．本社等オフィスにおける取組
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P.28

海外での削減貢献として、低炭素設備のリース取引を挙げていただいております。

貴会の取組アピールするためにも、具体的な設備名などについて、一部でも結構で

すので調査票内で例示いただけないでしょうか。

ご指摘ありがとうございます。2023年度のフォローアップ調査で反映いたします。

P.35

目標対象とする事業領域において、本社の床面積を選択されています。本社以外に

も支社や関連事業所等もある中、本社に限定した背景について、調査票内に記載い

ただけないでしょうか。

本社勤務の従業員が全従業員の7割～8割であり、それに応じて本社の電力消費量が

大きく、そこを削減していくという考えです。来年度以降の調査票に記載いたしま

す。

その他

Ⅷ. 国内の事業活動におけるフェーズⅡの削減目標

（削減目標・目標の変更履歴等）

（１） 目標策定の背景

（２） 前提条件

（３） 目標指標選択、目標水準設定の理由とその妥当性

（４） 目標対象とする事業領域におけるエネルギー消費実態

（２） 革新的技術（原料、製造、製品・サービス等）の開発、国内外への導入のロードマップ

（３） 2022年度の取組実績

（５） 2023年度以降の取組予定

（４） CO2以外の温室効果ガス排出抑制への取組み

（４） 森林吸収源の育成・保全に関する取組み

（１） 革新的技術（原料、製造、製品・サービス等）の概要、導入時期、削減見込量及び算定根拠

（３） 家庭部門、国民運動への取組み

V. 国際貢献の推進

（４） 2023年度以降の取組予定

（５）革新的技術・サービスの開発に伴うボトルネック（技術課題、資金、制度など）

（６）想定する業界の将来像の方向性（革新的技術・サービスの商用化の目途・規模感を含む）

（４） エネルギー効率の国際比較

（３） 検証の実施状況

（１） 海外での削減貢献の概要、削減見込量及び算定根拠

（２） 2022年度の取組実績

（３） 2023年度以降の取組予定

VI. 2050年カーボンニュートラルに向けた革新的技術の開発

（１） 情報発信（国内）

（２） 情報発信（海外）

VII. 情報発信
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